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８．主な施工計画（岩槻駅） 

 

 

  延伸線岩槻駅は、野田線岩槻駅の東側に位置する東口案、直下に位置する直下案の 2 案につ

いて検討を行っている。東口案は主に道路下、野田線との連絡通路については東武鉄道用地内、

直下案は道路下及び東武鉄道用地内に位置し、東口案及び直下案ともに開削工法による施工を

基本として考えている。 

 

（１）東口案施工計画 

 

  １）駅本体道路下 

道路下の施工は、道路上に工事帯を設け、仮土留杭を打設する。杭の打設後、道路上を覆

工板で覆い道路上の通行を活かしながら覆工板の下を順次掘削、切梁、腹起しを設置し、床

付け完了後、駅本体を下床版から構築する開削工法にて施工する。 

 

  ２）乗換通路東武鉄道下 

 東武鉄道下の乗換通路は、営業線ホーム直下で行う必要がある。はじめに仮土留杭、仮橋

脚を打設する。杭の打設後、野田線軌道を仮受するための工事桁を架設する。その後、工事

桁の下を順次掘削、切梁、腹起を設置し、床付け完了後、駅本体を下床版から構築する開削

工法にて施工する。駅本体の上床版のコンクリートを打設完了後、野田線橋上駅舎の基礎杭

を受け替える。 

 

  次頁に東口案の施工概要図を示す。 
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図 東口案施工概要図
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平 面 図 

完成時 施工時 

①仮土留杭打設 

②路面覆工敷設 

①仮土留杭、中間杭を打設。 

②道路通行の妨げが無いように覆工板を敷設。 

③掘削、切梁支保工を繰返しながら床付けまで掘

削。 

④下床版から順次構築、切梁支保工撤去。 

⑤構築完了後、埋戻し、路面覆工を撤去し、完了。 

③掘削工、切梁支保工

④構築工 

 切梁支保工撤去 

⑤埋戻し工 

 路面覆工撤去 

横 断 図 
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（２）直下案施工計画 

 

  １）駅本体道路下 

東口案の道路下の施工と同様に道路下の施工は、道路上に工事帯を設け、仮土留杭を打

設する。杭の打設後、道路上を覆工板で覆い道路上の通行を活かしながら覆工板の下を順

次掘削、切梁、腹起しを設置し、床付け完了後、駅本体を下床版から構築する開削工法に

て施工する。 

 

  ２）駅本体東武鉄道下 

 東武鉄道下の施工は、営業線ホーム・留置線の直下で行う必要がある。はじめに仮土留

杭、仮橋脚を打設する。杭の打設後、野田線軌道を仮受するための工事桁を架設する。そ

の後、工事桁の下を順次掘削、切梁、腹起しを設置し、床付け完了後、駅本体を下床版か

ら構築する開削工法にて施工する。駅本体の上床版のコンクリートを打設完了後、野田線

橋上駅舎の基礎杭を受け替える。 

 

次頁に直下案の施工概要図を示す。 
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⑤橋上駅舎受替え 

⑥埋戻し、工事桁撤去

①仮土留杭、仮橋脚打設、中間杭打設 

②工事桁架設 

③掘削工、切梁支保工 

④構築工 

切梁支保工撤去 

⑤橋上駅舎受替え 

⑥埋戻し、工事桁撤去

②工事桁架設 

③掘削工、切梁支保工 

①仮土留杭、仮橋脚打設、中間杭打設

④構築工 

切梁支保工撤去 

①仮土留、仮橋脚打設。 

②野田線軌道を仮受するため、工事桁を架設。 

③掘削工、切梁支保工を繰返しながら床付けまで

掘削。 

④下床版から順次構築、切梁支保工撤去。 

⑤構築完了（上床版コンクリート打設）後、野田

線橋上駅舎基礎受替え。 

⑥埋戻し、工事桁撤去。 

平 面 図 

①―①断面図 

②―②断面図 

① ① 

② 

② 

図 直下案施工概要図 

施工時 

施工時 

完成時 

完成時 

（東武野田線直下の施工方法）



 

 

９．事業スケジュールの想定 

地下鉄７号線延伸 事業スケジュール 
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１０． 概算建設費の試算等 

 

 本項では、以下のフローに沿って、本路線整備で必要となる概算建設費を試算するとともに、新

線建設費の事例等及び最近の開業路線の施工実績等に基づく試算により、概算建設費の検討を

行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０．１ 概算建設費の試算 

１０．１．１ 概算建設費試算の前提条件    

概算建設費は、次の前提条件により試算する。 

（1） 概算建設費は、平成２２年価格とし、消費税を含むこととする。 

（2） 概算建設費は、東口案と直下案の２ケースについて試算する。 

 

１０．１．２ 概算建設費試算の考え方 

 概算建設費の試算にあたっては、整備ルートに対応した各鉄道構造物等の数量を算出し、既設

線区間（赤羽岩淵駅～浦和美園駅）の施工実績及び類似工事の施工実績を基に査定した単価を

乗じることにより試算する。 

 なお、査定単価には、施工箇所における諸条件を考慮する。 

 

（１）概算建設費の試算 

各構造物の詳細数量を算出し、それに対応した査定単価を乗じて試算

（２）概算建設費の検討 

 ① 新線建設費の事例等 

   既設鉄道の建設事例による建設費を各路線の新線区間延長で除して

ｋｍ当り単価を試算 

② 最近の開業路線の施工実績等に基づく試算 

建設費の総額を概略で把握する観点から、各構造種別の延長・駅数

等に単位当り（ｋｍ当り又は１駅当り等）の査定単価を乗じて試算 

（３）まとめ 

   概算建設費のとりまとめ 
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（１）工事費 

1） 用地費 

鉄道用地に必要となる民地等の面積を算出し、当該地域の地価公示価格（平成22年）等に基

づき、用地買収費用等を試算する。また、家屋移転補償等は類似工事の実績価格を参考に試算

する。 

 

2） 土木費 

 ① 各構造物種別(路盤、高架橋、橋りょう、トンネル等)に対応した延長や掘削数量等を算出し、

試算する。 

② 高架橋・橋りょうの基礎杭長は、地質調査及び収集した地質調査資料から想定する。 

 

３）設備費 

① 軌道費：軌道構造は、路盤部はバラスト軌道、それ以外の区間は、弾性マクラギ直結軌道と

し、軌道延長及び分岐器数等を算出し、試算する。 

 

② 建築費：各駅の形態・規模を想定し、駅本屋・旅客上屋・出入口等の数量を算出し、試算す

る。 

 

③ 機械費：各駅の空調・出改札装置・昇降設備（ESC・EV）及びトンネル換気設備等を想定し、

試算する。 

 

④ 電気費：変電設備・電車線設備・電灯電力設備・信号保安設備・通信線路設備について線

路延長等に基づき、試算する。 

 

４） 連絡設備費 

   延伸線岩槻駅から野田線岩槻駅ホームへの乗換のための施設、施工条件を想定し、試算す

る。 

 

（２） 総係費 

総係費は工事付帯及び管理費を計上することとし、工事付帯費は、工事費の 3.5％を、また、

管理費は工事費及び工事付帯の合計額の 10％を計上する。 

 

（３） 消費税 

消費税率は、5％として算出する。 
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１０．１．３ 概算建設費の試算結果 

平成２２年価格による概算建設費の費目別内訳は、下表のとおりである。 

 

表 概算建設費 

（単位：億円） 

費 目 東口案 直下案 備       考 

工事費 650 720  

用地費 90 90 用地買収、地上権設定、家屋補償等 

土木費 320 390 高架橋、橋りょう、トンネル等 

設備費 210 210 軌道費、建築費、機械費、電気費 
 

連絡設備費 30 30  

工事付帯費 20 20 測量、設計、調査等 総

係

費 管理費 70 80  

消費税 30 40 消費税・地方消費税 5% 

合  計 770 860  

ｋｍ当り建設費 107 118 路線延長：東口案 7.2ｋｍ、直下案 7.3ｋｍ 

注１） 前回委員会（H17.2）における直下案の概算建設費 750 億円（H16 年価格）と今回試算額 860 億

円との主な相違点は、以下に起因している。なお、東口案については前回委員会では試算されて

いない。 

      ・H16 年から H22 年の物価上昇分：＋30 億円 

 ・埼玉ｽﾀｼﾞｱﾑ駅 2 面 3線化費用 ：＋10 億円 

・岩槻駅橋上駅舎受替等      ：＋30 億円 

・連絡設備費等            ：＋40 億円 

注２） 上表の概算建設費には、車両費約 10 億円～20 億円、鳩ヶ谷駅に追越設備を設置する場合の

費用約150億円、将来的な8両化への対応費用及び運行形態の変更に伴う車載機器の改修等の

費用は含まれていない。 

注３） 上表の概算建設費は、地質状況、関係機関との協議、今後の詳細設計、物価変動、工事工程等

により変更の可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＋110 億円 
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１０．２ 概算建設費の検討 

  本項では、新線建設費の事例等の整理及び最近の開業路線（つくばエクスプレス線など）の各

構造種別の施工実績等に基づき建設費を試算する。 

 

１０．２．１ 新線建設費の事例等 

既設鉄道の建設事例に基づくｋｍ当り建設費は、下表のとおりとなっている。 

これらをみると、稠密な市街地又は郊外部での工事などの施工環境、構築物の導入空間（地下

部又は地上部）、新設駅数及び導入システムの相違などに起因して、各路線のｋｍ当り建設費が大

きく異なっている。一般的な傾向としては、地下の構造物延長が長いほど、駅数が多いほど建設費

が高くなっている。 

 

表 新線の建設費等 

区 分 都 市 鉄 道 
新交通 

ｼｽﾃﾑ 

路線名 
東京ﾒﾄﾛ

南北線 

埼玉高速

鉄道線 

つくば 

ｴｸｽﾌﾟﾚｽ 

成田新 

高速 

鉄道線 

相鉄・ＪＲ

直通線 

（建設中）

相鉄・東急 

直通線 

（建設中） 

日暮里・ 

舎人ﾗｲﾅｰ 

地下鉄7号

線延伸線

目 黒 赤羽岩淵 秋葉原 印旛日本 
医大 

西 谷 羽 沢 日暮里 浦和美園

〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 区 間 

赤羽岩淵 浦和美園 つくば 成 田 空

港 羽 沢 日 吉 見沼代親

水公園 岩槻 

開業年月 H12.9 H13.3 H17.8 H22.7 H27.3予定 H31.3予定 H20.3 － 

路線延長 21.4km 14.6km 58.3km 11.6km 2.7km 10.0km 9.8km 

7.2km：東

口案 

7.3km：直

下案 

 地下部 21.4km 14.3km 16.2km 1.4km 1.9km 9.0km － 

1.6km：東

口案 

1.7km：直

下案 

 地上部 － 0.3km 42.1km 10.2km 0.8km 1.0km 9.8km 5.6km 

駅 数 地下 19駅 地平１駅 
地下 6駅 

地下 8駅 
半地下 1駅
高架 11駅 

地下2駅（改
良） 
高架 1駅 

地平1駅（改
良） 
半地下 1駅

地下 2駅 高架 13駅 

地平 1駅（改
良） 
高架 2駅 
地下 1駅 

ｋｍ当り 

建設費 
297 億円 約180億円 約140億円 約110億円 約250億円 約200億円 約130億円 

107 億円：

東口案 

118 億円：

直下案 

備 考 

数字でみ

る 鉄 道

2010（運輸
政策研究

機構発行）

より 

埼玉高速

鉄道㈱HP
（建設費

2,587 億

円）より 

首都圏新

都市鉄道

㈱HP及び
有価証券

報告書（建

設費 8,081
億円）より

成田高速

鉄道アク

セス㈱HP
（建設費

1,260 億

円）より 

相模鉄道

㈱HP（683
億円）より

相模鉄道

㈱ HP
（1,957億
円）より 

東京都地

下鉄建設

㈱監査報

告書（建設

費1,269億
円）より 

概算建設

費の試算

結果より 
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１０．２．２ 最近の開業路線の施工実績等に基づく試算 

建設費の総額を概略で把握する観点から、浦和美園駅～岩槻駅間を駅間と駅部に区分した上

で、つくばエクスプレス線などの施工実績に基づき、各構造種別に対応した延長・駅数等にｋｍ当り

又は１駅当り等の査定単価を乗じて試算した。 

 

（１） 単位当りの査定単価に基づく試算の考え方 

駅間及び駅部の工事費等は以下の考え方により試算した。 

① 用 地 費：整備ルート沿線の公示価格（H22 年）等に基づき試算した。 

② 駅間工事費：各構造種別に対応したｋｍ当りの単価を査定し、これに延長を乗じて試算した。 
③ 駅部工事費：本路線整備に伴う駅改良及び新駅（高架駅：２駅、地下駅：１駅）に対応した１

駅当りの単価を査定し、これに駅数を乗じて試算した。 

④ 総 係 費：総係費は工事付帯費 3.5％及び管理費 10％を計上した。 

⑤ 消 費 税：消費税率は 5％として算出した。 

 

 

（２） 単位当りの査定単価に基づく試算結果（東口案）                              

（単位：億円） 

費 目 金  額 備       考 

工事費 640  

用 地 費 90 用地買収費、家屋移転補償等 

駅間工事費 290 土木費、軌道費、電気費  

駅部工事費 260 駅整備費、連絡設備費等 

総係費 90 工事付帯費、管理費 

消費税 30 消費税率 5％ 

合  計 760  

 

 

 

１０．３ まとめ 

 

  概算建設費７７０億円に対し、最近の開業路線（つくばエクスプレス線な

ど）の施工実績等に基づく東口案は、７６０億円と試算された。 

ｋｍ当り建設費では、各路線の施工条件等が異なることに起因して差が生

じるものであるが、建設事例の中では地下鉄 7 号線延伸線東口案が最も低く

なっている。 

 


